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はじめに
　近年各国で科学技術政策へのウェイトが非常に高まっている。それは科学技術政策によって促進される研究開発
活動が生み出す科学技術的成果が多様な競争力の高い製品の開発や既存産業の競争力伸長、新産業の創出に連動し
中長期的に国家の総体的な経済力の趨勢を決定すると考えられているからである。経済力の拡大は国際社会におけ
るその国のプレゼンスに影響する。科学技術政策に成功するか否かで国家の未来が決まるという認識が各国で一般
化していると言える。
　主要国の中でも多数の科学技術的成果を出しそれらの急速な産業化に成功しているアメリカは、科学技術政策の
分野において世界をリードする国家になっている。アメリカの科学技術政策はその予算が他国より多額であるとい
うだけでなく、最大限有効な政策効果を生む政策システムを構築している点に特徴がある。
　その科学技術政策システムでは広く情報を集約かつ分析して政策を立案し、立案した政策をトップダウンで迅速
かつ大胆に展開する制度設計が組み込まれている。また最大の研究開発活動現場である大学は、競争的資金を最大
限活用した競争環境を形成する中で科学技術的成果を効果的に産出する制度をつくっている。アメリカの科学技術
政策システムには他国が模範とすべき要素が多数ある。本稿ではアメリカの科学技術政策の制度設計上の特徴点を
明確にしたい。
１．ボトムアップ型政策立案とトップダウン型政策展開
　アメリカの科学技術政策システムの最大の特徴は政策立案におけるボトムアップ型制度と政策展開におけるトッ
プダウン型制度が効果的に機能している点にある。即ち、広範囲から十分な情報ないし提案を迅速に吸い上げ把握
分析し政策立案するというボトムアップと、立案した政策を迅速かつ大胆に展開するトップダウンの制度が形成さ
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れている。政策形成において多様なアイディア・情報を集約かつ分析し政策展開において高度のスピードとスケー
ルが発揮されるのがアメリカ型科学技術政策である。
　１９８０年代のレーガン政権時代には基礎研究強化、プロパテント政策の推進、国防研究費の大幅増をベースに国家
的プロジェクトとしての SDIや宇宙ステーション開発が推進された（１）。１９９０年代のクリントン政権は全ての米国民
への情報基盤整備の必要性と有効性を訴えた IT政策、情報スーパーハイウェイ構想を打ち出し、全米の情報インフ
ラ整備を進め、またナノテクノロジー強化政策も実行した。２００１年以降のブッシュ政権ではサイバースペースセ
キュリティ、特に政府の情報ネットワークのセキュリティ向上を目指したインターネット等の他のネットワークと
は切り離した政府専用ネットワークである GOVNETの構築の推進や、国全体の教育レベルを長期的に上げていく
方策としての NCLB（落伍生徒ゼロ）という初等・中等教育プログラムが展開されている（２）（３）。
　アメリカの科学技術政策システムの全体像は図１のようになっている。
　科学技術政策の意思決定の頂点には国民が選出し最高権力を付託した大統領が位置し、そこに APST・OSTP・
PCAST・CTI・NSTC等の大統領の政策形成と政策実行をサポートする強力なアドバイザリー・グループが形成さ
れている。NSTCは DOD・DHHS・DOE・NASA・NSF等の科学技術関係省庁等の情報・政策案等を統合する。
DARPA・NIH等の省庁付置研究・研究振興機関は大学等の研究開発機関と直接的にコンタクトをとり国全体の科
学技術活動を強力に押し進める。そして最大の研究現場である大学には競争的資金をベースにした厳格な競争原理
が働き、研究成果産出を最大化するシステムが機能している。
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図１：アメリカの科学技術政策システムの全体像
１．１　APST＆ OSTP
　大統領の科学技術政策に最も直接的に影響を及ぼすのが APST（Assistant to the President for Science and 
Technology：科学技術担当大統領補佐官）である。APSTは常時、科学技術政策の立案と実行において大統領に助
言を行う。現在の APSTはジョン・H・マーバーガー氏である。APSTの指揮下で多様な機関からの情報を集約分
析し政策の原型をつくるのが、大統領府内の OSTP（Office of Science and Technology Policy：科学技術政策局）
である（４）。クリントン政権時代にOSTPは強化された。APSTがOSTPの局長職を兼務することでAPSTがOSTP
のリーダーシップを執る制度設計になっている。OSTPの主要機能には以下のようなものがある。
<OSTPの主要機能 >
　即ち、OSTPの主要機能は全省庁の政策調整をしながら国家の科学技術政策全体の方向性と戦略を決定するとこ
ろにある。２００６年に OSTPは米国競争力イニシアティブ（American Competitiveness Initiative-ACI）を立案した。
その中には以下のような科学技術政策展開の方向性が示されている。
<『米国競争力イニシアティブ』の主要提案 >
　APSTと OSTPは各省庁の科学技術政策の情報集約・調整の場である NSTC（National Science and Technology 
Council：国家科学技術会議）を指揮する役割も担っている。OSTPの副長官が NSTC内の主要委員会の議長を兼
務する制度が確立している。この制度設計が OSTPによる NSTCへの影響力を保証している。
１．２　PCAST
　民間の意見・情報を集約しそれらを大統領の科学技術政策に反映させるために機能しているのが、PCAST
（President s Committee on Advisors of Science and Technology：大統領科学技術顧問委員会）である。PCASTの
メンバーは産業界の指導者、民間のシンクタンクの高位ポストの者、学界のリーダー達で構成されている。PCAST
は基本的に年４回の定期的な提言を行う。
　PCASTでは民間人から選出する議長と APSTを議長とする共同議長制を採用している。これによって PCAST
の考えを APSTを通じて大統領の政策形成に直接的に反映させることができる。PCASTによって政策立案での民
間の科学技術的要望に十分対応するシステムが確立していると言える。
　２００４年に PCASTは『我国の革新エコシステムを支える：米国の科学技術力の強さを維持するために』という報
告書を発表し、理数系学生確保の方針、専門科学修士号（PSM）構想、博士号取得必要期間の短縮などの具体的提
言をしている。
１．３　CTI
　大統領・APST・OSTP・NSTC等の政策形成に必要な調査・分析を専門に展開する機関が CTI（Critical Technology 
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●新発見・研究開発を促進する施設・大型装置への連邦政府投資
●中等教育機関での教育の強化、高等教育における数学・科学・工学・技術の教育研究の強化
●優秀な外国人研究者への合理的な入国管理政策・滞在条件の向上
●基盤的発明を市場化できる技術、民間における研究開発投資の拡大
●新製品・新技術を急速に拡大させることができる自由で柔軟な労働力・資本・ベンチャー精神刺激型ビジネス
環境の整備
●知的所有権を保護する最善の制度の形成
●２１世紀においてより競争力を得るために必要な訓練を展開する労働力訓練制度
①科学技術政策における大統領への助言
②科学技術政策全体の目標・目的・戦略の形成
③全省庁の科学技術政策の総合調整
Institute：基幹技術研究所）である。CTIは１９９１年に設立された純粋な調査・分析に特化した機関であり、政策提
言は行わない。CTIは民間の RAND社の中に設置されている。RAND社は約６０年間アメリカの国家安全保障、経
済、経営、教育、法律、科学等の広範な分野での政策分析を担ってきた最も強力な民間シンクタンクの一つである。
一般的にアメリカにおいては政府関係の多くの調査・分析を民間のシンクタンクが担っている場合が多い。
１．４　NSTC
　連邦政府内の各省の科学技術政策関係情報を吸い上げまとめるのが NSTCである（５）。NSTCは米国の各省庁の科
学技術政策の調整機関であった連邦科学工学技術連絡会議（FCCSET）を１９９３年に改組して設立された。現在NSTC
は大統領府内では国家安全保障会議（NSC）・国家経済会議（NEC）と並ぶ重要な機関として位置づけられている。
NSTCの主要構成メンバーは表１の通りである。
　NSTC内には複数の分野の委員会が設置され、必要に応じて各委員会の中に小委員会・作業部会が設置される。
NSTC内の主要な委員会としては、科学委員会（Committee on Science）・技術委員会（Committee on Technology）・
環境資源委員会（Committee on Environment & Natural Resources）・国土安全委員会（Committee on Homeland 
and National Security ）がある。各委員会にはそれぞれの分野をリードする Department（省）・Agency（局）が
あるが、多数の省の代表が参画しているので必然的に全ての科学技術に関係する省の各分野の動向を把握し調整す
ることができる。
　以上のように PCASTから民間企業・学界の考えや政策案を、NSTCから各省で形成された科学技術関係の政策
案を吸い上げ、それを CTIの分析も通じて APSTと OSTPが総合調整しながら大統領に助言し、米国の科学技術
政策の全体像を見て大統領の政策として最終的な政策が大統領の一般教書・予算教書等の中に明示される（６）。日本
では科学技術政策の基本方針は総合科学技術会議が提示する科学技術基本計画等で示されるが、米国では国家の科
学技術政策の基本方針は大統領の一般教書・予算教書の中で示される場合が多い。そして、一度政策が形成されれ
ば、各省等全機関が担当分野での科学技術政策を迅速かつ大胆に実施する。
２　大学における競争的環境の形成
　元来科学の研究分野は極めて多様で又学際的分野も多く、しかも猛烈なスピードでその中身が変化発展する。
よってできるだけ多くの研究者・研究グループ・研究機関の創造性に依拠してそこから成果を期待することが効果
的である。圧倒的多数の研究者・研究グループ・研究機関の研究開発能力を引き出すシステムとしての競争的資金
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表１：NSTCの主要構成メンバー
制度がアメリカではよく発展している。
　競争的研究資金（CF：Competitive Research Fund）とは資金配分主体が一定のファンドを設けて、広く研究計
画を公募し公募で提出された研究計画に対して複数の専門家による評価を展開し、それに基づいて研究者等に資金
を配分する戦略的な資金配分制度である。一般的に競争的研究資金制度のメリットとしては、①研究者にとっての
研究費の獲得、②研究者にとっての自分の研究計画の外部からのチェック、③研究者・研究グループ・研究機関間
での活発な研究開発競争の醸成、④結果として国全体の研究開発力の上昇等が挙げられる。
　競争的研究資金は大別して第１に研究者の全く自由な発想・提案・計画に基づいてなされるボトムアップ型と、
第２に研究フィールドに何らかの指示を与えるトップダウン型がある。トップダウン型には特定の基礎研究分野を
指定する分野指定型と特定の政策課題への対応の政策課題対応型がある。
　歴史的に欧米では意欲ある研究者が自ら研究計画を設定・提案したものに対して政府機関が審査し資金を提供す
るボトムアップ型の競争的研究資金制度が古くから実施されてきており、それが科学技術振興の最も重要な政策手
法と位置づけられてきた（７）。アメリカの場合、競争的資金を提供して研究を推進するウエイトが他国より高い。例
えば、政府の科学技術予算に占める競争的資金のシェアにおいて、日本が１０％であるのに対してアメリカでは３５％
である（８）。
　アメリカには NIH・NSF・NASA のような強力な研究及び研究振興機関がある。それらは研究機関内部で研究活
動を展開する以上に、外部の研究機関に競争的資金を提供して研究を展開する色彩が強い。NIHは生命工学系・化
学系・薬学系分野を中心に競争的資金を配分、NASAは航空宇宙系分野を中心に配分、NSFは物理系・統計系・社
会科学系分野に、DODは国防関係研究に、そして DOEはエネルギー系分野に配分している。
　表３は米国の競争的資金の配分機関別シェアを示している。NIHが競争的資金の５０％を配分し、次いでNASAが
１２％、NSFと DODがそれぞれ１０％づつ提供し、DOEが３％を配分している。
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表３：主要競争的研究資金配分機関 （２００５年）
図２：競争的研究資金制度の一般的類型
表２：競争的研究資金シェアの日米比較（２００５年）
　競争的研究資金を受け取る最大の機関は大学である。圧倒的なシェアを占める競争的資金が大学に配分されてい
る。表４はアメリカの競争的研究資金全体の配分先シェアを示している。９０％が大学に配分されている。
　表５は NIHの競争的資金の配分先シェアを示しているが、８７%を大学は受けとっている。
　表６は NSFの競争的資金の配分先シェアを示している。７０%が大学に向かっている。
　アメリカの大学の内部システムは競争的研究資金を中心に制度設計されている。競争的資金制度には研究者に直
接配分される資金以外に、その研究者を雇用している大学に配分される多額の IC（Indirect Cost or Over Head：
間接経費）が存在する。ICは大学の収入の主要部分を占めることになるので、自動的に各大学には多額の競争的資
金を獲得できる研究者を雇用するインセンティブが働く。大学は競争的資金を獲得できる研究者の雇用に際して、
SC（Start up Cost：スタートアップコスト）をスカウトする研究者に付与する。通常１億円程度の SCを提供する
場合が多い。大学側はスタートアップコストの５倍の ICをリターンとして期待するのが一般的である。
　また大学は内部に有力研究者が莫大な競争的資金を獲得しそれを有効利用して研究が成功することを全面的に
バックアップする制度をつくっている。即ち、競争的資金制度への申請支援をするオフィスである SPAO
（Sponsored Program Administration Office）や獲得できた競争的資金を管理するオフィスである RFO（Research 
Foundation Office ）である。
－６８－
表４：アメリカの競争的研究資金全体の配分先シェア （２００５年）
表５：NIH（国立衛生研究所）の競争的研究資金の配分先シェア（２００５年）
表６：NSF（国立科学財団）の競争的研究資金の配分先シェア（２００５年）
　大学内の研究者の評価、給与、昇進、雇用契約は競争的研究資金の獲得によって決定される（９）。
　大学における激しい研究競争を引き起こす中で、独創的な成果を出すような制度設計が形成されていることがア
メリカの科学技術政策の根底を支えていると言える。
３　若手研究者対象競争的資金
　アメリカでは若手研究者への研究支援に大きなウェイトがかけられている。３０代を中心とする若手研究者の頭脳
は特に飛躍性において優れ、ブレークスルー型科学的成果を出すには３０代という時を逃さずに研究を促進する必要
があるという認識が強い。よって若手研究者への競争的資金は豊富である。
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図３　競争的研究資金配分と大学の関係
図４：大学研究者における競争的資金のウェイト
　表７は米国の主要機関の若手研究者対象の競争的資金制度を示している。NIHの Independent Scientist Award
は独立直後研究者を対象に年間１２万ドル程の研究資金が５年間支給され、NASAの New Investigator Programは
テニュア・トラックを対象に８万～１０万ドルが３年間に渡って配分される。NSFの CAREER Programは年間１０万
ドルの研究費が５年間、DODの Young Investigator Programはテニュア・トラックを対象に年間１０万ドルが３年
間、DOEのOutstanding Junior Investigator Programは研究歴５年以内の独立研究者に年間６万ドルの研究費が数
年間支給される。
４　国防研究開発のウェイト
　アメリカの科学技術政策システムにおいて看過できない特徴は、国防研究開発のウェイトの大きさである。表８
はアメリカの研究分野別の年間の政府研究開発費の配分を示している。国防研究開発が７～８兆円、保険衛生研究
開発が３～４兆円、宇宙関連研究開発が１兆円、基礎研究に１兆円、資源環境関係研究開発に３,０００～４,０００億円、エ
ネルギー関係研究開発に２,０００～３,０００億円が配分されている。即ち、アメリカの政府研究開発費支出の最大の
フィールドは国防研究開発である。米国の国際政治における国家安全保障を賭けた研究開発は、そのスケールと緊
張感において必然的に高度な研究成果を長期に渡って産出してきている。
　現在全世界に普及しているインターネットや GPSは国防研究開発の成果の民生転用の代表的なものである。イ
ンターネットは国防関係機関を結ぶネットワークとして開発され、GPSは国防目的で研究開発された全世界測位シ
ステムを応用したものである。その他の国防関連技術としては、軍事衛星技術を応用した LEO（Low-Earth Orbit：
低軌道）衛星、軍事的後方支援システムとして開発された CALS（Computer-aided Logistics Support System）等
がある。 
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表７：主要機関の若手研究者対象競争的資金制度
おわりに
　アメリカの科学技術政策は民間企業・学界等からの情報・要望等を PCASTを中心に、各省庁・付置研究機関・
大学等からの情報や政策提言を NSTCを中心に恒常的に吸い上げ、それを CTIの科学的分析・調査のスクリーン
にかけながら大統領府内の OSTPが総合調整し包括的な科学技術政策が形成され、APSTを通じて大統領に報告さ
れ最終的に大統領の科学技術政策として成立する。そして政策の実行においては、大統領府→各省等→付置研究機
関→大学という方向に、トップダウン型で、迅速かつ大胆に実行されるようになっている。
　最大の研究現場である大学においては、競争的資金を中心とした高度の競争原理が機能している。即ち、大学経
営の最大の収入源の構成要素として、政府研究振興機関が提供する競争的資金からの間接経費が占めるようになっ
ている。よって大学はその存続・発展のために、多額の競争的資金を獲得できる研究者をスカウトしようとする。
研究者にとっても自身のポジション・給与の安定、上昇は競争的資金の獲得にかかっているので研究成果を出す意
欲は高まる。結果として優れた研究成果が産出される。
　科学技術政策は近年本格的にその研究が開始された分野である。その政策内容や政策立案・展開の制度設計等へ
の探究は今後も深化していくと考えるが、多様な変化への迅速で柔軟な対応や大胆な実験的姿勢から形成されるア
メリカの科学技術政策は他国が参考にすべき要素を数多く有していることから、今後も注視する必要があると考え
る。
註
　レーガン政権時代の１９８７年１月の「一般教書」の中で、大学等の基礎研究を強化する目的で対大学への補助金
を拡大するために NSF予算を５年間で倍増する方針も打ち出した。又レーガン政権時代に国防研究費は１９８６年
度の１５１億ドル（約２兆円）から１９８７年度には３９９億ドル（約５兆円）と、２．６倍に増大した。
　２００１年に NCLB法が成立した。NCLB法によって知識・経験の十分ある教員にクラスを担当させ、定期的に生
徒・学生の到達度を測定し、政府は確実な実績に裏付けられたプログラムにだけ資金を出す方針を固めた。
　その他の歴代大統領の科学技術政策としては、ケネディ政権の宇宙開発推進、ニクソン政権の対がん戦略１０ヵ
年計画等が有名である。
　日本の科学技術政策システムにおいても科学技術担当大臣が設置されている。しかし、科学技術担当大臣を強
力にサポートする OSTPに相当する機関は存在していない。
　日本においても総合科学技術会議が設置されている。
　連邦政府機関の予算は大統領府行政予算管理局（OMB）との協議の上で決定し、その後に大統領の予算教書と
して議会に提出される。
　日本ではあらかじめ政府が研究テーマ・研究計画を設定した上で研究資金を提供するトップダウン型の研究資
金配分制度が主流であった。しかし近年の世界的な研究開発競争の激化の中で、日本でも研究者が自由な発想を
ベースに作成した研究計画に対して資金を提供するボトムアップ型の競争的研究資金の拡大がなされてきてい
る。
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表８：アメリカの分野別政府研究開発費（２００１～２００５年の平均年間概算値）
　アメリカの競争的研究資金の定義は日本より柔軟で幅広い。例えばアメリカでは NIHが大学にセンターを建
設する資金を競争的研究資金から出したり、NSFが教育コースのための資金を競争的資金から出している。
　アメリカの大学での競争的資金獲得以外の研究者（大学教員）の評価項目として、教育力・社会貢献が重要な
ものとしてある。特に教育力の評価項目が重要視されるので、米国の大学教員は教育においても恒常的に質の高
い講義や教育的アクションを目指す。
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